
出資法人等経営評価書（公益法人会計用） 整理番号 35 　　
　

　 平成21年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1

2

3

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成18年度平成19年度 20

40,430 40,055 49,127

69.9% 64.3% 71.0%

8,905 12,330 11,667

15.4% 19.8% 16.9%

2,920 2,920 2,920

5.1% 4.7% 4.2%

5,547 7,009 5,451

9.6% 11.2% 7.9%

全体事業 57,802 62,314 69,165

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

　森林・林業・木材産業関係団体の活動強化・育成
のため，検討会や交流会，研修会等を実施し，林業
の活性化を図る。

森林・林業活性化
対策事業

林業会館運営事業

その他
事　業

事業1～3以外
　県民参加の森づくりを進めるための林業体験イベ
ントの開催等

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

　林業会館の管理運営

全体割合

　当協会は，林業を安定的に発展させるため，林業関係団体の有機的結合強化を図りつつ，林業経営の近代化，
林産物の需要及び流通の合理化，林業担い手の確保・育成等各種施策の円滑かつ効果的な実行を促進し，あわ
せて森林資源の確保と県土の保全に寄与することを目的に設立された。
　その後，平成１０年３月に県から林業労働力確保支援センターとしての指定を受け，林業担い手の確保・育成と，
事業主の雇用管理の改善及び事業の合理化の促進を図るための指導，相談等を行っている。

事　　　業　　　名

事業２

林業労働力確保育
成対策事業

指定管理者

事業３

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

　当協会は，林業を安定的に発展させるため，林業関係団体と連携し，森林整備の推進や県産材の利用促進
等の各種施策の円滑かつ効果的な実行を促進するとともに，林業労働力確保支援センターとして，林業の担い
手の確保・育成を図るため，林業技術の研修の実施や林業事業体の雇用改善等の指導等を実施しておりま
す。
　現在，国の森林吸収源対策や県の森林湖沼環境税導入による森林整備の増加に対応するため，林業関係
団体とのより一層の連携強化を図るとともに，林業労働力を補完するための補助作業員の養成など，さらなる
林業労働力の確保に向けての取組を行っております。
　今後とも，本県の森林の適正な保全・整備や林業・木材産業の振興に精一杯尽力してまいりますので，県民
の皆さんのご支援とご理解をお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年２月　　会長　石川　多聞

出資比率

内　　　　　　　　　　　　容

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

主　　な
出資者

社団法人茨城県林業協会

社団法人茨城県林業協会

［法人の概要］

代　　表　　者　　名

所　　   在   　　地

会長　石川　多聞(非常勤)

水戸市三の丸１－３－２

農林水産部林政課

０２９－２２５－５９４９

ホームページＵＲＬ http://www.ibaraki-ringyo.jp/ ringyoukyoukai@k5.dion.ne.jp

0 昭和43年9月20日

　林業労働の雇用改善に関する指導・相談，就業希
望者や就業者に対する必要な技術等の研修・情報
提供等を実施し，林業労働力の確保・育成を図る。

資本金（基本財産）

事業１

年度平成
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公益法人会計用

[経営状況] 社団法人茨城県林業協会 (単位：千円）　
増減数 増減理由

事業活動収入 7,222
0
59

8,421 県新規事業の受託に伴う増
△ 1,258 会費収入の減

事業活動支出 6,851
8,421 県新規事業の実施に伴う増

△ 1,570 会館借地料の減
うち役員人件費 200
うち職員人件費 △ 362

事業活動収支差額 371
投資活動・財務活動収入 23,950 土地の購入
投資活動・財務活動支出 23,678 同上

投資活動・財務活動に伴う収支差額 272
643
8,173
8,173 県新規事業の受託に伴う増
0

7,802
7,802 県新規事業の実施に伴う増
0

371
0

2,628 正味財産増加額
23,679
3,926 期末時点における預金の増
19,753 土地の購入
21,051
2,083

うち短期借入金 2,304 土地の購入に伴う借入
18,968

うち長期借入金 18,968 土地の購入に伴う借入
2,628
0

補助金 1,385 事業の拡充に伴う増
委託料 8,260 県新規事業の受託に伴う増

0
0

合　　　計 9,645
財政的関与の割合（％） 10.4

0
0

合　　　計 0

算式 増減P 備　考
収益事業費／当期総支出 △ 2.6
管理費／当期支出合計 △ 11.1
人件費／事業活動支出　 △ 3.3
自己収入／事業活動収入 △ 10.4
流動資産／流動負債　 3.5
借入金残高／負債・正味財産合計 35.7 土地の購入に伴う借入

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0
非常勤理事・監事 15 0 1 16 0 1 15 0 1 △ 1 任免に伴う減

計 16 1 1 17 1 1 16 1 1 △ 1
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0
嘱託・臨時職員等 2 2 3 1 受託事業に伴う新規雇用

計 3 0 0 3 0 0 4 0 0 1
～20代 30代 40代 50代～ 合計 プロパー職員平均勤続年数
1 0 0 0 1 歳 5.0 年

17.5%
27.3%

0

平成20年度
5.6%

29,105

0

19,460

0
0

21.0%
31.9%
68.7%

0
0

28.6%
30.5%
69.9% 59.5%

0

0
30.14%

0
00

11,666
8,151

13,012
16,093

11,627
7,833

15,146
69,165
52,887
16,278

71,793
0

5,220
51,427

18,968

2,628
0

2,900

0

0
70,266
70,266

72,894
72,894

10,765
8,087

150

2,257
8,449
10,565

2,628
24,100
23,828

0

20,889
38,647

24,981
59,536

34,555

24,981

12,187
2,304
22,368

0

2,800

5,540

5,540

150

0

62,464

66,142

5,540

66,142

12,719
10,926
7,512

2,800

0

16,963
18,894

10,104
0

3,400
0

0

3,400
0

62,314
44,466
17,848

64,571
0

5,161
43,006

272

20,096

64,721

35,857

13,504

22,353

0
62,464

12,110

0

2,257

63,342
0

3,690
43,623
16,029
57,802
45,083

0

16,404

0

0

35,606

64,721

15,510

15,906
19,700

60,602
60,602

0

貸
借
対
照
表

資産合計
流動資産
固定資産

基本財産充当額
正味財産合計

正味財産期末残高

基本財産運用収入

一般正味財産減少額（正味財産減少額）

受託・補助金等収入
その他の収入

一般正味財産増加額（正味財産増加額）

経常外収益
経常収益

経常費用
経常外費用

0

0.0%

自己収入比率

平成18年度区　　　　　　分

事業収入

当期収支差額

事業費
管理費収

支
・
正
味
財
産
の
状
況

増減数 増減理由
７月１日現在の人数

流動比率 171.4%
35.7%

131.3%
0.0%

167.9%
借入金比率

当期常勤職員の年齢構成
平均年齢
27.0

職員

役員

　 平成21年平成20年平成19年

平成18年度
6.1%

平成19年度

県
財
政
関
与
状
況

31.29%

その他（分担金・負担金・出捐金等）
0

8.3%

借入金残高（期末） 0

人件費比率

40.54%

平成19年度 平成20年度

0

19,817

0
2,257

20,096 22,353

管理費比率

貸付金

指定正味財産増減額
一般正味財産増減額（正味財産増減額）

負債合計
流動負債

固定負債

収益事業比率
主要経営指標

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）
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［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

13

65

10

49

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

11

計画性

17

公益法人会計用
社団法人茨城県林業協会

警　戒　指　標

評点 満点

20

今後の事業展開の方向

　当協会では，林業・木材産業の振興，林業労働力対策，林業会館の管理等を主な
業務としているが，国の森林吸収源対策や県の森林湖沼環境税の導入による，間伐
をはじめとする森林整備の事業量の増大に対して，担い手を育成するための基本・
実践研修の実施など，その役割をしっかり担っていく。
　また，林業関係団体と連携し，緑・木材を通じた循環型社会の実現に向けて事業
を展開することにより，県民の生活環境を保全するとともに，農山村の振興に寄与
していく。

　林業総合振興につい
ては，国の森林吸収源
対策や県の森林湖沼環
境税による新たな需要
が生じ，林業関係団体
と連携して取り組んで
いる。
　林業労働力の確保・
育成については，平成
15年度から緑の研修生
100名以上に長期研修
を実施するなど，その
役割を十分果たしてい
る。

13

109

8 20

20

100 65.0%

《評価の視点》

財務健全性

得点率

85.0%

65.0%

50.0%

合計

12 20

効率性

20

60.0%

65.0%

　県の森林・林業振興
計画及び林業労働力に
関する基本計画を踏ま
え，具体的な業績目標
を設定した計画を検討
する。
　中期経営計画を策定
しており，年度計画に
ついてはほぼ計画通り
の実績をあげている。
　今後，社会情勢の変
化に対応した計画とす
るため，随時計画を見
直す。

　小規模な組織では
あるが，必要な執行
体制は整っている。
　今後，未整備と
なっている規程の整
備を図る。
　当協会が行う事業
等の情報はホーム
ページで公開してい
るが，透明性の確保
を図るため，経営内
容等の公開について
も進めていく。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

財務健全性

　事業実施に当たっ
ては，会員である林
業関係団体の専門職
員の協力を得るなど
して，迅速かつ効率
的な事業執行を行っ
ている。

　平成20年度に県から
林業会館敷地を購入
し，組織の経営基盤が
確保されたが，今後，
建物の建替検討や空き
室の解消に努める。
　また，人員配置に
あった適切な事業執行
と，林業会館の管理支
出のコスト削減に努め
る。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

100.0% 200

12

168

効
率
性

賃貸契約部屋数 室

万円 554

170 171

区分

91.7%11

H18実績

健
全
性

流動比率 ％ 131

目的適合性 計画性 組織運営健全性

226 200 263

12 1110

正味財産増減額

平均目標達成度 92.3%

総合的所見等
に係る対応

　森林湖沼環境税等を財源とする森林整備の推進等の各種施策の効果的な実施を促
進するため，林業関係団体との一層の連携強化及び新規就業の促進や林業事業体の
雇用改善等の取組を推進するよう指導していく。
　県の人的関与については，林業労働力確保支援センターとしての役割を継続させ
るため，当分の間は林業全般に精通した県職員の派遣が必要であるが，今後，組織
の自立化に向けた人材の確保等を検討していく。
　新公益法人制度等への移行申請手続きを計画的に進めるよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　森林湖沼環境税の導入を契機として，林業関係団体との緊密な連携を図りなが
ら，森林整備や県民参加の森づくりの推進，林業担い手の確保・育成など本県林業
の活性化に向けた積極的な事業展開を図られたい。
　県は人的関与を見直し，組織の自立性を高めていく必要がある。
　新公益法人等への移行申請手続きを計画的に進められたい。

取組みを強化すべき視点

H21目標値

100.0% 26

100.0% 175

H19実績

70.0% 20

認定林業事業体数 社 23 23 25 26

単位 20

経
営
目
標

事
業
成
果

新規就業者数
（緑の雇用）

人 18 20 20 14

財務健全性
　国及び県の施策によ
り森林整備をはじめと
する事業量が増加して
おり，林業関係団体の
連携強化や林業労働力
を確保・育成する役割
は，ますます重要と
なっている。

　中期経営計画に基づ
く適正な運営管理に努
めるとともに，県の計
画を踏まえた中長期的
な視点での業務達成目
標を設定する必要があ
る。

　必要最低限の執行
体制となっている。
　また，規程の整備
とともに，リスク管
理やコンプライアン
スの確保に取り組
み，管理体制の強化
を図る必要がある。

　森林湖沼環境税に
係る新たな事業を受
託したことにより，
自己収入比率が下
がったが，人件費率
や管理費の抑制が図
られており，効率的
な事業の執行に努め
ている。

H20実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

法人担当課の意見

　当協会では，国の森林吸収源対策や県の森林湖沼環境税の導入を受け，林業関係
団体の連携強化を図るとともに，林業労働力を確保・育成するため，新規就業の促
進やその受け皿となる林業事業体の育成に積極的に取り組んでいるところである。
　一方，公益法人として適正な管理運営を行っていくため，組織管理体制の強化や
情報公開に努めるとともに，新たな公益法人制度への対応について移行申請に係る
準備を進めていく必要がある。

　土地の購入により借
入金が発生したが，事
業収支については安定
した黒字を計上してい
る。

目的適合性 計画性 組織運営健全性 効率性

改善の余地あり概ね良好 緊急の改善措置が必要改善措置が必要

目標値H
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